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2017確定交渉継続課題
「勤務時間の割振り変更」は本当に職員にとって「柔軟な働き方」か？

結果として「時間外勤務手当削減」のみにならないか？

本人同意は本当に担保できるのか？
　昨年の確定交渉において、当局から「柔軟な働き方」として、下記の提案がありました。
	【当局提案】
柔軟な働き方として、早朝や夜間にイベント等が開催されるなどの場合、時間外対応ではなく、前々日までに申し出て勤務時間の割振変更が行えるよう改善を図る。当事者の同意が前提。


　これに対して組合からは、「勤務時間の割振変更は必ずしも総労働時間の短縮につながらず、時間外勤務手当を減らす目的として利用される可能性が高いので容認できない。」として、継続課題となりました。
何が問題か！？
①職員の都合ではなく、使用者の業務都合で行われること
　当局は、出勤時間が遅くなることによる「ワーク・ライフ・バランス」の視点にも言及していますが、「勤務時間の割振り変更」は使用者側の業務都合で行われるものです。
　職員側の都合で勤務割振りが変更できて初めて、「ワーク・ライフ・バランスに資する」ことになります。（すでに「拡大時差出勤」がありますよ！）
　仮に「夕方イベントがあるからゆっくり出勤したい」と思えば、多くの職員は「年休」で対応するのではないでしょうか？
②本務がズレる場合にのみ有効
　勤務割振りの変更が、有効と思われるのは、本来正規の勤務時間内に行われるべき業務（対外的な交渉等）が、相手の都合で時間外になった場合などです。
　もともと夜間に設定されているイベントへの動員などのように、通常業務でないものは、時間外勤務で対応するのが本来の姿です。
③恒常的な超過勤務職場では、違法労働の温床となりかねないこと
　基本的に正規の勤務時間で終了している職場であれば、「割振り変更」は勤務時間帯がズレるだけですが、恒常的に超過勤務が行われている職場では、仕事量が減らない限り、イベント後に職場に戻り、残業時間がさらに遅くなるか、もしくは、勤務時間帯をずらしたことによって勤務時間ではなくなった時間帯（例えば、割振り変更後の勤務時間が10時30分～19時15分となった場合の8時30分～10時30分）に「事実上」勤務するという違法状態になりかねません。
④「本人同意」が本当に担保できるのか？
　「割振り変更」にあたっては、当局は「本人同意が前提」としていますが、新採用職員や若年層職員は、上司の指示に対して、果たして本当に個人の自由意志で拒否できるでしょうか。
　また、周囲の職員がみな同意している中で、一人だけ拒否することができるでしょうか。
　以上のことを総合的に考えると、「勤務割振りの変更」は、職員にとってワーク・ライフ・バランスに資する「柔軟な働き方」とは思えません。
　今国会でも「働き方改革関連法案」と称して、時間外労働の上限規制、同一労働同一賃金と裁量労働制の拡大、高度プロフェッショナル制度（高プロ）等がセットで提案されています。
その実は、過労死水準の月100時間でやっと罰則を適用する代わりに、裁量労働や高プロを導入して、「労働時間規制を緩和し、長時間働いても『時間外勤務』と認定されない制度とする。」、「時間外勤務手当を削減することが目的。」と言われています。
　私たちの危惧を払拭し、職員にとってのメリットが説明されなければ、「柔軟な勤務時間の割振り変更」の導入は困難です。
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本庁組織再編


非常勤制度改正の学習会を開きます

組合員以外の方も参加ください
○日　時　いずれも昼休み（１２時１５分～４５分）
　　　　　３月５日（月）、６日（火）、８日（木）、９日（金）
※都合のいい日に参加ください
○会　場　本庁舎屋上県労連会議室（マイクロフィルム室となり）


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































